
（ ）

9.5

11.9

0

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

諸謝金

金融政策業務庁費

委員等旅費

褒章品費

その他

計

平成31・32年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

令和2年度要求においては、令和元年度予算と同額を要求。

32年度要求

0.4

0.2

事業番号 0005

高齢社会対策、子ども・若者育成支援

31年度当初予算

9.5

11.9

0.4

0.2

0

22 22

-

28年度

28年度

年度

金融経済教育研究会報告書（平成25年4月30日公表）
高齢社会対策大綱（平成30年2月16日閣議決定）
拡大版SDGsアクションプラン2018（平成30年6月15日 推進本
部決定）　等

28年度 29年度 30年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

60

-

- -

22 22

関係する
計画、通知等

達成度

55.6

31

-

年度

-

-

-

6,691/33 4,122/15

31年度活動見込

1,196/76

29年度

1,496/90

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

2 2 1

成果目標及び
成果実績

（アウトカム） ％

平成３１年度行政事業レビューシート 金融庁

執行額

19 82 35 22 22

50 10

執行率（％） 32% 61% 29%

平成１３年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

国民の金融リテラシーの向上を通じて、国民一人一人が経済的に自立し、より良い暮らしを送ることが可能となること。

前年度から繰越し - 45

成果実績

目標値

成果指標 単位

％

-

6

29年度 30年度

単位当たり
コスト

補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

36

単位

支出実績／参加人数

単位当たり
コスト

-

29年度

国民の金融リテラシーの向上を図るため、シンポジウム等の開催やガイドブック・ビデオクリップ教材等の作成・配布等を実施。

▲ 1 -

19

- -

- -

「金融リテラシー調査」にお
ける正誤問題（金融知識・
判断力）の正答率

45

金融経済教育の推進 担当部局庁 総合政策局 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室 総合政策課 佐藤　雅之

事業名

会計区分

31年度

-

翌年度へ繰越し ▲ 45

計

30年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

32年度要求

予算
の状
況

37

「金融リテラシー調査」にお
ける正誤問題（金融知識・
判断力）の正答率の上昇

実施方法

28年度

％

4,004/40

28年度

回

1,030/84

10.1 20.3 27.4 -

計算式

ガイドブック等配布部数

3,630/-

31年度活動見込

15.7 12.3

千円/万部 11,189/-

「安定的な資産形成について考えるシンポジウム」等の
開催回数（財務局予算で開催したものを除く）。

16.6

活動実績

30年度

千円

活動実績 万部

当初見込み 万部

29年度 30年度

40 33 15

1 1 1

- - -

28年度 29年度 30年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
―

主要政策・施策

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

回

千円

活動指標

計算式 千円/人

単位

算出根拠

単位当たり
コスト

単位

支出実績／配布部数

一般会計

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

「金融リテラシー調査」（金融広報中央委員会）
※次回は2018年度に実施（2019年度に調査結果を公表予定）

- -

- -

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

9% 135% 29%

31年度
活動見込

32年度
活動見込

-

1

-

1

31年度
活動見込

32年度
活動見込

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

定性的指標

30年度

施策の進捗状況（目標）

30年度

目標 目標年度

目標年度

施策 施策Ⅱ－１　利用者の利便の向上に適う金融商品・サービスの提供を実現するための制度・環境整備と金融モニタリングの実施

政策 基本政策Ⅱ　利用者の保護と利用者利便の向上

測
定
指
標 効率的・効果的に金融経済教育を推進する観点から、最低限身に

付けるべき金融リテラシーの普及に向けて取り組む。

施策の進捗状況（実績）

金融庁及び財務局が連携して、各都道府県の教育委員会・教育庁
への働きかけを行い、金融庁及び財務局による金融経済教育の出
張授業を元年度において67校約11,000 人に対して実施。こうした
取組みを通じて、教育現場のニーズをより丁寧に把握した上で、効
果的に金融知識を学ぶことができる教材を作成。
・30年３月及び７月に実施された高校学習指導要領及び同解説の
改訂において、金融経済教育に関する内容が拡充されたことを踏
まえ、各県の教員向け研修会に講師を派遣し、金融経済教育、金
融トラブル、資産形成に関する指導法等について説明を行ったほ
か、財務局と連携して、高校での金融経済教育に関する研究授業
を実施。

NISA制度の普及促進に向けた取組みについて、施策の実施状況
を直接的・定性的に評価するために、引き続き左記の目標に取り組
む。

金融庁・財務局による出張授業を実施（67 校約11,000 人）したほ
か、新学習指導要領の円滑な施行に向けて教員向け研修会等へ
の講師派遣や教材作成を実施。また、令和2年度税制改正要望に
て、つみたてNISA の５年延長等を実現したほか、ウェブサイトや
SNS を通じたつみたてNISA の広報等を実施（平成31年3月末時
点：約127万口座）。

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

最低限身に付けるべき金融リテラシーの普及により、国民の金融リテラシーが向上することで、安定的な資産形成の促進や利用者保護に資する。

事業所管部局による点検・改善

施策の進捗状況（実績）

国民全体が受益者である事業のため、負担関係は妥当であ
ると考える。

国
費
投
入
の
必
要
性

無

○

施策の進捗状況（目標）

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

計画していた施策について、期間中の計画変更により、30年
度中の執行が行われなかったことによるものである。

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

○

○

‐

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

出張授業にかかるガイドブック配布など職員が対応できる業
務は業者に郵送を委託するのではなく、直接職員が持参す
るなど、コスト削減に努めている。

○

ガイドブック等の配布に当たっては、必要部数を事前に確
認して配布するなど、真に必要なものに限定していると考え
る。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

金融リテラシーを向上させるため、シンポジウム等の開催
やガイドブック等の作成は、必要かつ適切な事業と考える。

一般競争入札を実施することにより、妥当性の確保に努
めている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

有

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

随意契約（企画競争）では広く周知を実施するなどに努めた
ものの、結果的に一者申込となった。また、随意契約（少額）
では複数社に見積もりを依頼するなど、競争性を確保してい
る。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

○

評　価項　　目

国民一人一人が経済的に自立し、より良い暮らしを送るた
めには、生活設計の習慣化とともに、金融商品を適切に
選択する知識・判断力を身に付けることがますます重要と
なっており、社会のニーズを的確に反映していると考える。

重要性を増す金融経済教育に係る事業であり、国が主導
して他の関係機関と連携しつつ横断的に実施すべきもので
あると考える。

○

目標定性的指標

○

‐

[主要]
家計における長期・積立・分散
投資の推進に向けた取組み状
況

①ＮＩＳＡ制度関連の税制改正要
望提出
② ＮＩＳＡ制度の周知、広報活動
を拡充

［主要］
最低限身に付けるべき金融リ
テラシーの普及に向けた取組
み状況

最低限身に付けるべき金融リテラ
シーの普及に向けた取組みの実
施

政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係

-



( )

平成29年度 0007

6 平成25年度 6

平成26年度 6 平成27年度 16 平成28年度 18

平成22年度 7 平成23年度 6 平成24年度

平成30年度 金融庁 0005

点検結果

・「最低限身に付けるべき金融リテラシー（4分野・15項目）」（http://www.fsa.go.jp/news/25/sonota/20131129-1/01.pdf）
・「基礎から学べる金融ガイド」(http://www.fsa.go.jp/teach/kou3.pdf)
・「「未公開株」等被害にあわないためのガイドブック」（http://www.fsa.go.jp/common/about/pamphlet/mikoukaikabu.pdf）
・「つみたてNISA早わかりガイドブック」（https://www.fsa.go.jp/policy/nisa2/assets/pdf/tsumitate_guidebook.pdf）
・国民の資産形成促進のためのビデオクリップ教材 「未来のあなたのために～人生とお金と資産形成～」（https://www.fsa.go.jp/policy/nisa2/index.html）

現
状
通
り

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

関
連
事
業

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

シンポジウム等の開催については、計画どおり全国5か所で
開催した。また、ガイドブック等を教育機関、金融機関、一般
の方の求めに応じて配布しているほか、ビデオクリップ教材
をウェブサイトに掲載し、関係団体も通じて広く周知するとと
もに、これらの教材を金融庁・財務局職員による講演等でも
配布・使用するなど、金融リテラシーの向上に取り組んでお
り、十分に活動していると考える。

備考

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

一者応募となった契約（子供向けワークショップの委託等）については、競争性を確保するための方策について検討するなど、引き続き予算執行に
おける経費削減に努めること。

行政事業レビュー推進チームの所見

30年度に行われた「金融リテラシー調査」は31年度に調査結
果を公表予定

外部有識者の所見

改善の
方向性

年
度
内
に

改
善
を
検

討

‐

（外部有識者点検対象外）

○入札等を実施することにより、経費削減に努める。
〇入札を実施する際は、公告を広く周知するとともに、関係業者が入札しやすいよう仕様書について創意工夫に努める。
〇本経費については、今後、コスト削減に努めていくこととしているが、32年度予算要求においては、前年度と同規模の予算要求を行っていく。

関連する過去のレビューシートの事業番号

○

‐

‐

ガイドブック等を教育機関や金融機関等からの求めに応じて
必要部数を配布しているほか、当庁が主催する説明会等で
も活用しており、成果物は十分に活用されていると考える。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○引き続きガイドブック等を広く一般の方に配布するとともに、金融庁・財務局職員による出張授業等でも活用することにより、成果実績の向上
に努める。
○今後も入札等を実施するとともに、発注方法を工夫することで経費削減に努める。
○ガイドブック等の配布にあたっては、引き続き事前に各配布先の必要部数を把握することにより重点化、効率化を図る。

　一般競争入札の実施のほか、パンフレット改定時に、改訂費用と印刷費用の見積もり方（一括及び分割）を比較検討することにより、コスト削
減に努めている。また、当該パンフレット等は教育機関や金融機関等からの求めに応じて必要部数を配布しているほか、金融庁・財務局が連携
して取り組んでいる出張授業等の機会などを捉えて配布を実施しており、本事業の予算は適切に執行されているものと考える。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

事業番号 事業名所管府省名

//news/25/sonota/20131129-1/01.pdf
//teach/kou3.pdf
//common/about/pamphlet/mikoukaikabu.pdf
//policy/nisa2/assets/pdf/tsumitate_guidebook.pdf
//policy/nisa2/index.html


※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

計 0 計 0

0

金　額
(百万円）

Ｇ. しょうわ額縁㈱ H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）

Ｅ.㈱イー・ラーニング研究所 Ｆ.サンテックサービス㈱

費　目

計 0

※100万円未満

計

費　目 使　途

計 0 計 0

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

※100万円未満 ※100万円未満

Ｃ.㈲ビジョンブリッジ Ｄ.㈱ＣＦＰコンサルティング

費　目 使　途

※100万円未満 ※100万円未満

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

印刷製本費子供向けワークショップの委託等

費　目

計 4.4 計 1

費　目 使　途

B.凸版印刷㈱
金　額

(百万円）

4.4 ガイドブック等の印刷・製本に係る費用

使　途

諸謝金

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

A.チームラボセールス㈱

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

1

金融庁

:10百万

金融経済教育等経費

Ｂ.凸版印刷㈱ 3先

:1.6百万

ガイドブック等の版下作成

印刷・製本

【⑤随意契約（少額）】

Ａ.チームラボセールス㈱

:4.4百万

子供向けワークショッ

プの委託等

【①随意契約（企画競争）】

Ｆ.サンテックサービ

ス㈱ 2先
:0.5百万

ガイドブック等の

梱包・発送等

【③随意契約（少額）】

Ｃ.㈲ビジョンブリッジ 3先

:1.5百万

シンポジウムの

運営

【④随意契約（少額）】

職員旅費等

1.9百万

Ｄ.㈱ＣＦＰコンサル

ティング 2先

:1百万

国民の資産形成促

進のための教材Ｐ

Ｒ業務

【⑤随意契約（少額）】

Ｅ.㈱イー・ラーニン

グ研究所

:1百万

国民の資産形成促

進のための教材Ｐ

Ｒ業務

【⑤随意契約（少額）】

Ｇ.しょうわ額縁㈱

:0.1百万

額縁の作成

【⑥随意契約（少額）】



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

D

E

F

G

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

1 しょうわ額縁㈱ 7190001011649 額縁の作成 0.1
随意契約
（少額）

- -

2

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

サンテックサービス
㈱

4011401002621
ガイドブック等の梱包・発送
等

0.4
随意契約
（少額）

- -

1

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

2

㈲ビジョンブリッジ 3011102030410 シンポジウムの運営 1
随意契約
（少額）

- -

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

凸版印刷㈱ 7010501016231
ガイドブック等の
印刷・製本

1
随意契約
（少額）

-

随意契約
（少額）

- -

㈱ｍｉｕｒａ－ｏｒｉ　ｌａｂ 7011101051544 ガイドブック等の印刷・製本 0.2
随意契約
（少額）

- -

2

-

 ファイナンスプリント
㈱

4021001041770 ガイドブック等の印刷・製本 0.3

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

子供向けワークショップの
委託等

契約方式等

随意契約
（企画競争）

1 -

法　人　番　号

6010001113538 4.4

入札者数
（応募者数）

落札率

1
チームラボセールス
㈱

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

ザ・ホテリエ・グルー
プ那覇㈱

7010401117402 シンポジウム会場借り上げ 0.4
随意契約
（少額）

- -

㈱ＣＦＰコンサルティ
ング

5011101056421
国民の資産形成促進のた
めの教材ＰＲ業務

1
随意契約
（少額）

- -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

㈱イー・ラーニング研
究所

1120901005398
金融経済教育にかかる教
材開発

1
随意契約
（少額）

- -

サンテックサービス
㈱

4011401002621
ガイドブック等の梱包・発送
等

0
随意契約
（少額）

- -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（注）落札率については、同種の他の契約の予定価格を類推させる恐れがあるために記載していないものがある。


